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得された中小地震記録の群遅延時間にはS波の寄与と表面波の寄与が渾然一体となっていることから、振幅
についても両者の寄与を考えることが必要となる。
アスペリティ等からの地震動は、地表におけるグリーン関数を次式 82）により重ね合わせることで算定でき

る（図－1.3.6）。この重ね合わせを行うことにより、破壊伝播方向で揺れの強い指向性の効果が考慮される。
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ここに、
U（t）：アスペリティ等からの地震動
u（t） ：地表におけるグリーン関数
f（t） ：大地震と小地震の滑り速度時間関数の違いを補正するための関数
r ：小地震の震源距離
rij ：ij要素から対象地点までの距離
N ：分割数（図－1 . 3 . 6）
t	 ：ライズタイム
n' ：波形の重ね合わせの際に現れる見かけの周期性を除去するための整数
r0 ：アスペリティ等の破壊開始点から対象地点までの距離
x ij ：破壊開始点から ij要素までの距離
VS ：地震基盤のS波速度
Vr ：破壊伝播速度

アスペリティ等が複数あるときには、各アスペリティ等について同様の作業を行い、各アスペリティ等か
らの寄与を加え合わせることにより、地表における（線形時の）レベル2地震動を算定する。最後に、表層地
盤の地震応答計算により、工学的基盤におけるレベル2地震動（2E波）を算定する。背景領域（アスペリティ
等以外の部分）からの寄与は一般的な港湾施設の性能照査が目的の場合には無視しても差し支えない。
上記の算定の過程で、地表における（線形時の）レベル2地震動が算定されるが、これは大地震時の表層地
盤の非線形挙動の影響を含まないため、一般には過大評価となっていることに注意が必要である。本来の地
表におけるレベル2地震動を算定するためには、いったん工学的基盤におけるレベル2地震動を求めた後で、
表層地盤の非線形挙動を考慮した地震応答計算により、あらためて求めることが一般的である。
また、上記においては地表でのグリーン関数を用いる手順を説明したが、式（1 . 3 . 9）で工学的基盤におけ

るグリーン関数（2E波）を用いることにより、直接、工学的基盤におけるレベル2地震動（2E波）を算定す
ることもできる。ただしその場合、式（1 . 3 . 8）において、サイト増幅特性として地震基盤～工学的基盤のも
のを用いるだけでなく、中小地震記録も工学的基盤の2E波に変換したものを用いる必要がある。
なお、ここで述べた強震波形計算手法により既往の大地震記録の再現を試みた事例が文献38）で紹介さ
れている。また、ここで述べた強震波形計算手法による計算プログラムが文献38）の付録CD及び港湾空港
技術研究所のホームページ（http://www.pari.go.jp/bsh/jbn-kzo/jbn-bsi/taisin/sourcemodel/somodel_program.
html）で公開されている。
最後に、多重非線形効果（本章1 . 1 . 4 表層地盤の非線形挙動参照）を考慮して対象地点における地震動を評

価するための方法 38）について述べる。まず、式（1 . 3 . 8）においてG（ f）として地震基盤から工学的基盤ま
でのサイト増幅特性を用意する。また、対象地点で得られた中小地震記録を工学的基盤に引き戻し、これを
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式（1 . 3 . 8）でO（ f）として用いる。そして式（1 . 3 . 8）をフーリエ逆変換すると、工学的基盤における2E波
とみなすことのできるグリーン関数が得られる。次に、式（1 . 3 . 11 - 1）により多重非線形効果の影響を考慮
してグリーン関数の補正を行う。

 
 　 gn(t0+(t – t0) /

gn(t) = g(t) 
νν 2 ω(t – t0)) 　(t > t0)

(t < t0)
 1) = g(t) exp (– （1.3.11-1）

ここに、g（t）は補正前のグリーン関数、gn（t）は補正後のグリーン関数、t0はグリーン関数上での直達S波
到来時刻、ν 1は堆積層における平均的なS波速度の低下率、ν 2は堆積層における平均的な減衰定数の増分を
表す。そして、補正後のグリーン関数を重ね合わせることにより、工学的基盤における大地震時の地震動（2E
波）を計算する。なお、グリーン関数上での直達S波到来時刻を読み取る際は、変位波形がピークを示す時
刻（速度波形が0となる時刻）を読み取るのが良い。大地震発生時に多重非線形効果がどの程度強く現れる
かという点については、まだ多くのデータで検証されているとは言えず、研究途上の課題でもあるが、地震
動が強くなるほど現れやすいことは既往の地震で確認されており、図－1 . 1 . 12に示すように堆積層による
後続位相の発達が見られる地点で、かつ、多重非線形効果を見込まない場合に計算結果のPSI値（速度波形
の自乗の積分値の平方根）が200程度あるいはそれ以上と極めて大きな値となる場合は、多重非線形効果を
見込んでレベル2地震動を設定することができる。その場合、多重非線形効果を表すパラメタは ν 1 =0 .84、
ν 2 =0 .027とすることができる。これらの値は、過去に観測された大振幅地震動の再現解析において用いら
れた値の平均値である。

（3）経験的グリーン関数法
経験的グリーン関数法は、対象地震の震源断層のそばで発生した小地震の記録が対象地点で取得できてい

る場合に、これを重ね合わせることにより、大地震による対象地点の揺れを評価する方法である。このとき
重ね合わせに用いられる小地震記録は経験的グリーン関数と呼ばれる。対象地点で取得された記録には伝播
経路特性とサイト特性の影響が自然に含まれているため、それらに関する評価を行うこと無しに、大地震に
よる揺れを精度良く評価できる点が大きな特徴であるが、対象地点で適切な小地震記録が取得できていない
場合には適用できない。また、以下に述べるように、やや専門的配慮を必要とする事項もある。
波形の重ね合わせには、修正経験的グリーン関数法の式（1 . 3 . 9）～式（1 . 3 . 11）をほぼそのまま用いるこ

とができる。ただし式（1 . 3 . 9）については、小地震の特性を適切に反映できるよう、補正係数Cを含む次式
に置き換える必要がある 82）。
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重ね合わせに関連するパラメータNとCは次式を満足するように定める。
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ここに、
M0a ：アスペリティ等の地震モーメント
M0e ：小地震の地震モーメント
Sa ：アスペリティ等の面積
Se ：小地震の破壊領域の面積

以上からわかるように、経験的グリーン関数法の適用にあたっては、小地震のパラメータを適切に見積も
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る必要がある。小地震の地震モーメントM0eについてはCMT解 83）（例えば防災科学技術研究所のF-netによ
るもの）を参考にすることができる。小地震の破壊領域の面積Seは、小地震のコーナー周波数 fcから式（1.3.7）
により求めることができる。小地震のコーナー周波数を求めるには、近傍で発生した規模の異なる地震との
スペクトル比をとる方法 2）84）を用いることができる。
経験的グリーン関数法を適用する際の他の注意点としてラディエーション係数の設定の問題がある。震源
からの地震波のラディエーション係数は理論上方位依存性があり83）85）、小地震の発震機構（走向・傾斜・滑り角）
によっては、観測点がたまたまラディエーション係数の小さい方位に相当していることも考えられる。その場合、
得られた記録をそのまま重ね合わせると、大地震による揺れを過小評価してしまう可能性がある。したがって、
採用する小地震の発震機構には十分に注意を払う必要がある。
以上のように、経験的グリーン関数法による地震動の評価には専門的な判断を要する部分も少なくないた
め注意が必要である。

1 . 3 . 6 表層地盤の地震応答計算
表層地盤の地震応答計算については、本章1.2.3 表層地盤の地震応答計算の例によることができる。ただし、

レベル2地震動の作用時には、表層地盤のひずみレベルが特に大きくなる傾向があるので、解析手法の選定
には特に留意する必要がある。

1 . 4 施設の性能照査で考慮する地震動の空間的変動

（1）概要
埋設パイプラインや沈埋トンネルなどのように比較的延長の大きい施設では、施設の各部分に異なる地震

動が作用することが耐震設計上問題となる。
一般に地震動の空間的変動とは、地震動が水平方向に一様でないことを指す場合が多い。空間的変動が生

じる場合としては、そもそも地盤が水平方向に一様でないために地震動が場所毎に異なる場合がまず考えら
れるが、それだけではなく、地盤が水平方向にほぼ一様であっても、地震波が水平方向に見かけ上伝播する
ために、施設の各部分に地震動が位相差を伴って作用する場合もある。本項ではその両者の評価方法につい
て述べている。
ただし、施設の各部分に異なる地震動が作用する原因は、いわゆる地震動の空間的変動だけではない。沈
埋トンネルなどのように延長方向に深度が著しく変化する施設では、地盤の浅部と深部で地震動が異なるこ
とがむしろ問題となる場合もあり、その影響を適切に考慮することが必要である。

（2）地盤の水平方向の不均質性が著しい場合
構造物の占める範囲内において、地盤の水平方向の不均質性が著しい場合には、それによって地震動の空間

的変動がもたらされる場合がある。したがって、構造物の占める範囲内において、地盤の水平方向の不均質性
を適切に評価し、不均質性が著しい場合には、その影響を考慮して地震動の空間的変動を評価することが望ま
しい。その際、工学的基盤面よりも下方における地盤の水平方向の不均質性の影響も考慮することが望ましい。
地盤の水平方向の不均質性が著しい場合に、地震動の空間的変動を評価するための具体的方法としては、
複数地点に設置された地震計の記録をもとに、本章1 . 3 . 5 強震波形計算（2）及び（3）に述べた方法で複数地
点の地震動を評価する方法が最も有効である。また、それ以外の方法として、地下構造が十分把握できてい
る場合には、有限要素法・有限差分法などの適切な数値解析手法により評価することもできる。なお、本章1.3.5 

強震波形計算（2）で述べた方法を適用する場合、複数地点で評価された地震動の位相差の物理的意味が失わ
れないよう、十分注意する必要がある。本章1 . 3 . 5 強震波形計算（2）に述べた方法で評価された地震動の位
相差の物理的意味が失われる場合としては、複数地点の地震基盤における統計的グリーン関数が個別に評価
され、かつ、統計的グリーン関数の位相が乱数を用いて生成されている場合 75）や、式（1 . 3 . 8）で用いる中小
地震記録の時間軸の原点が地点間でずれている場合（例えばトリガー時刻が地点間で異なる場合）などが考
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えられる。前者に対する対処方法として、あまり距離の離れていない2点では、地震基盤における統計的グリー
ン関数を同一としておくなどの方法が考えられる。

（3）地盤の水平方向の不均質性が著しくない場合
地盤の水平方向の不均質性が著しくない場合にも上記の考え方は適用できるが、以下に述べるようにより

簡便な考え方 31）も適用できる。
地盤の水平方向の不均質性が著しくない場合、水平方向の波動伝播効果が地震動の空間的変動の主たる要
因となる。波動伝播効果により生じる地盤のひずみ ε（ω）は地動速度の振幅v（ω）と見かけの伝播速度c（ω）
の関数である。ここに、wは角周波数である。
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式（1 . 4 . 1）からわかるように ε（ω）はc（ω）の減少関数なので、c（ω）が小さいほど、構造物にとっては
不利となることがわかる。波動伝播効果をもたらす地震波には表面波とS波があるが、任意の ωに対して表
面波の位相速度はS波の位相速度よりも小さい。また、表面波の中では、ラブ波基本モードもしくはレイリー
波基本モードのいずれかの位相速度が最も小さい。したがって、c（ω）としてラブ波基本モードもしくはレイリー
波基本モードの位相速度を考慮することが、構造物にとっては最も不利となる。
表面波の位相速度は周波数に依存する。一例として、図－1 . 4 . 1に東京湾岸のある場所でのラブ波の位相
速度と周波数との関係を示す。実線は表－1 . 4 . 1のS波速度構造モデルから計算される理論位相速度である
（fundamental modeは基本モードを、higher modeは高次モードを意味する）。図－1 . 4 . 1の■はアレー観測
結果から求めた位相速度である。この対象地点ではラブ波基本モードの位相速度は周期1秒で約400m/s、周
期3秒で約750m/sであり、周波数に依存していることがわかる。
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図－1.4.1 東京湾岸のある場所でのラブ波の位相速度と周波数との関係 84)図－1 . 4 . 1　東京湾岸のある場所でのラブ波の位相速度と周波数との関係 86）
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表－1 . 4 . 1　S波速度構造モデル 86）

層厚（m） S波速度
（m/s）

密度
（t/m3）

 50  250 1 .8
 120  410 1 .9
 1580  800 1 .9
 1250  1200 2 .1
 3100  2600 2 .6

－  3400 2 .6

見かけの伝播速度c（ω）は地域性が大きく、図－1 . 4 . 1に示したような数値は、任意の地点に適用可能な
ものではない。施設の性能照査に用いるc（ω）は地点特性を考慮して設定することを標準とする。
一般に本章1 . 2 施設の性能照査に用いるレベル1地震動及び本章1 . 3 施設の性能照査に用いるレベル2地震

動の方法で評価された地震動は表面波やS波など様々な種類の地震波を含んでいる。従って、施設の性能照
査に用いるc（ω）は、評価された地震動に含まれる地震波の種類を考慮して定めることが理想であるが、そ
れは必ずしも容易ではない。そこで、施設にとって最も不利となる条件を考え、ラブ波基本モードとレイリー
波基本モードの位相速度の小さい方をc（ω）として用いることが一つの方法である。この場合の位相速度は、
常時微動または地震動の現地アレー観測結果（［参（作）］第1章3 . 8 . 4 微動アレー探査参照）に基づいて評価
することが望ましい。
ただし、実際の地震動には表面波基本モード以外の成分も多く含まれており、地盤のひずみに関してより
実情に即した評価を行うためには、それらの影響も併せて考える必要があると考えられる。こうした観点から、
シールドトンネルでの地震観測結果に基づき、より実情に即したc（ω）の設定方法に関する研究も行われて
おり、ラブ波基本モードの2倍の位相速度をもつ波がトンネル軸に対して斜め45度から入射するとした場合
にトンネルの軸ひずみを比較的良く再現したことが報告されている 87）。
見かけの伝播速度c（ω）の周波数依存性については、これを考慮することは設計の合理化につながる。ただし、
設計上の簡便さを考慮し、周波数によらない見かけの伝播速度を与える方法も利用されている。シールドト
ンネルでの地震観測結果を利用した上述の検討で得られた見かけの伝播速度は1km/sよりやや大きい程度で
あった 87）。
なお、c（ω）の周波数依存性を考慮して地震動の空間変動を評価しようとする場合は次の方法によること
ができる。本章1 . 2 施設の性能照査に用いるレベル1地震動及び本章1 . 3 施設の性能照査に用いるレベル2地
震動の方法に基づいて、水平成層地盤内の対象深度における基準点（x=0，y=0）で評価された地震動の時刻
歴をa0（t）とする。またc（ω）を対象地点に応じた周波数依存の位相速度とする。このとき、同じ深度にお
ける任意の点（x,y）の地震動の時刻歴a（t）は次のように定めることができる。

①a0（t）をフーリエ変換する。
②a（t）のフーリエ変換を次式で計算する。

 

［作］第６章式１．４．２

 )(exp)()( 0 ykxkiAA yx   （1 . 4 . 2）

 

［作］第６章式１．４．３

   cos)(ckx  （1 . 4 . 3）

 

［作］第６章式１．４．４

   sin)(cky  （1 . 4 . 4）

ここに、
A0（ω） ：a0（t）のフーリエ変換
A（ω） ：a（t）のフーリエ変換
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q	 ：x軸の正方向と地震波の進行方向とのなす角

③A（ω）をフーリエ逆変換してa（t）を得る。
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